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【表紙】   

【提出書類】 四半期報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項 

【提出先】 北海道財務局長 

【提出日】 平成28年２月12日 

【四半期会計期間】 第67期第３四半期(自 平成27年10月１日 至 平成27年12月31日) 

【会社名】 株式会社クワザワ 

【英訳名】 KUWAZAWA Trading Co.,Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  桑 澤 嘉 英 

【本店の所在の場所】 札幌市白石区中央２条７丁目１番１号 

【電話番号】 011－864－1111 

【事務連絡者氏名】 常務取締役管理本部長  三 田 久 郎 

【最寄りの連絡場所】 札幌市白石区中央２条７丁目１番１号 

【電話番号】 011－864－1112 

【事務連絡者氏名】 常務取締役管理本部長  三 田 久 郎 

【縦覧に供する場所】 証券会員制法人札幌証券取引所 

(札幌市中央区南１条西５丁目14番地の１) 

株式会社クワザワ東京本部 

(東京都千代田区神田紺屋町７番地 神田システムビル８階) 

上記の株式会社クワザワ東京本部は、法定の縦覧場所ではありませんが、投

資家の便宜のため縦覧に供する場所としております。 
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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

  

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

     ２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

４ 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期(当期)純利益」を「親会社株主に帰属する四半期(当期)純利益」としております。 

  

２ 【事業の内容】 

当第３四半期連結累計期間において、当社および当社の関係会社において営まれている事業の内容について、重要

な変更はありません。 

 また、主要な関係会社についても異動はありません。 

回次 
第66期 

第３四半期 
連結累計期間 

第67期 
第３四半期 
連結累計期間 

第66期 

会計期間 
自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日

自 平成27年４月１日 
至 平成27年12月31日 

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 (百万円) 65,567 64,370 88,073 

経常利益 (百万円) 1,139 1,108 1,334 

親会社株主に帰属する 
四半期(当期)純利益 

(百万円) 801 741 999 

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 879 786 1,135 

純資産額 (百万円) 10,773 11,612 11,032 

総資産額 (百万円) 44,326 42,545 37,506 

１株当たり四半期(当期) 
純利益金額 

(円) 98.09 92.40 122.31 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― 

自己資本比率 (％) 24.0 27.0 29.1 
 

回次 
第66期 

第３四半期 
連結会計期間 

第67期 
第３四半期 
連結会計期間 

会計期間 
自 平成26年10月１日 
至 平成26年12月31日 

自 平成27年10月１日 
至 平成27年12月31日 

１株当たり四半期純利益金額 (円) 41.42 45.44 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等

のリスク」についての重要な変更はありません。 

  なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

(1) 業績の状況 

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、賃金の伸びに反して個人消費に停滞感がみられ、新興国経済

の減速に伴いアジア向け輸出が伸び悩み生産も一進一退が持続し、景気は足踏み状況となっています。 

 当社グループの位置する建設関連業界におきましては、住宅着工が低迷を続け公共投資も減速感が強まっている

ことに加え設備投資は良好な収益環境でも企業が慎重姿勢で弱含み、労務単価上昇などから厳しい経営環境となり

ました。 

 このような環境において、当社グループでは、今後需要拡大の見込まれる太陽光発電や創エネ・省エネ関連商品

の取組みを強化いたしました。さらに、顧客獲得と販売シェアの拡大に努め、需要の掘り起こしに向けた営業力の

強化と施工体制の拡充により利益確保を図りました。 

 当第３四半期の業績は、公共工事の減少などから売上高は643億70百万円（前年同期比1.8％減）、営業利益は10

億円（同3.6％減）、経常利益は11億８百万円（同2.7％減）となりました。親会社株主に帰属する四半期純利益は

７億41百万円（同7.5％減）となりましたが、前年同期においては、連結子会社である山光運輸株式会社の完全子会

社化などに伴う負ののれん発生益２億35百万円および石油製品事業売却に伴う事業譲渡益68百万円を特別利益に計

上したことによるものであります。 

  

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

建設資材 

公共工事の減少などから売上高は426億45百万円（前年同期比4.6％減）となり、競争激化による利益率低下

などからセグメント利益は６億37百万円（同24.9％減）となりました。 

建設工事 

前年度からの繰越物件の完工などにより売上高は189億34百万円（同6.8％増）となり、セグメント利益は６

億94百万円（同35.5％増）となりました。 

資材運送 

売上高は24億59百万円（同13.9％減）となり、セグメント利益は２億55百万円（同14.3％減）となりまし

た。 

その他 

売上高は３億30百万円（同12.7％増）、セグメント利益は１億８百万円（同7.3％減）となりました。 
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(2) 財政状態の分析 

（資産の状況） 

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末比50億38百万円増加して425億45百万円となり

ました。流動資産は同47億73百万円増加して339億57百万円、固定資産は同２億64百万円増加して85億87百万円とな

りました。流動資産の増加の主なものは、受取手形及び売掛金の増加によるものであります。固定資産のうち有形

固定資産は、同４億45百万円増加して56億24百万円となりました。無形固定資産は、同７百万円減少して86百万円

となりました。投資その他の資産は、同１億73百万円減少して28億76百万円となりました。 

（負債の状況） 

当第３四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末比44億57百万円増加して309億32百万円となりま

した。流動負債は、同44億95百万円増加して285億３百万円、固定負債は同38百万円減少して24億29百万円となりま

した。流動負債の増加の主なものは、支払手形及び買掛金の増加によるものであります。固定負債の減少の主なも

のは、長期借入金の減少によるものであります。  

（純資産の状況） 

当第３四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末比５億80百万円増加して116億12百万円となり

ました。この増加の主なものは、利益剰余金の増加によるものであります。  

 この結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の29.1％から27.0％となりました。  

  

(3) 事業上および財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および

新たに生じた課題はありません。 

  

(4) 研究開発活動 

該当事項はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 18,000,000 

計 18,000,000 
 

種類 
第３四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成27年12月31日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成28年２月12日)

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 8,347,248 8,347,248 札幌証券取引所 単元株式数は100株であります。 

計 8,347,248 8,347,248 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式 
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
(百万円) 

資本金残高 
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

平成27年10月１日～ 
平成27年12月31日 

― 8,347 ― 417 ― 318 
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(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成27年12月31日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株(議決権20個)含ま

れております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式67株および相互保有株式81株が含まれておりま

す。 

  

② 【自己株式等】 

平成27年12月31日現在 

(注）他人名義で所有している理由等 

  

２ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。 

  
（1）退任役員 

  
（2）異動後の役員の男女別人数および女性の比率 

男性12名 女性―名 （役員のうち女性の比率―％） 

 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

(自己保有株式) 
普通株式 400,500
 

― ― 

(相互保有株式) 
普通株式 23,900
 

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

7,909,500 
79,095 ― 

単元未満株式 普通株式 13,348
 

― ― 

発行済株式総数 8,347,248 ― ― 

総株主の議決権 ― 79,095 ― 
 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数

(株) 

他人名義 
所有株式数

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
株式会社クワザワ 

札幌市白石区中央２条 
７丁目１－１ 

400,500 ― 400,500 4.79 

(相互保有株式) 
ホクセイ産業株式会社(注) 

北海道北見市西三輪 
６丁目１－２ 

20,000 3,900 23,900 0.28 

計 ― 420,500 3,900 424,400 5.08 
 

所有理由 名義人の氏名又は名称 名義人の住所 

加入持株会における共有持分数 クワザワ取引先持株会 
札幌市白石区中央２条 
７丁目１－１ 

 

役名 職名 氏名 退任年月日 

専務取締役 ― 桑澤 孝通 平成27年11月12日 
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第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成27年10月１日から平成

27年12月31日まで)および第３四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年12月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

  

 

                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成27年12月31日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 6,485 4,894 

    受取手形及び売掛金 17,973 ※3  22,081 

    商品及び製品 519 572 

    販売用不動産 1,516 1,703 

    未成工事支出金 2,044 4,067 

    原材料及び貯蔵品 28 30 

    その他 667 655 

    貸倒引当金 △50 △48 

    流動資産合計 29,183 33,957 

  固定資産     

    有形固定資産     

      土地 3,347 3,427 

      その他（純額） 1,831 2,196 

      有形固定資産合計 5,178 5,624 

    無形固定資産 94 86 

    投資その他の資産     

      退職給付に係る資産 147 160 

      その他 3,287 2,897 

      貸倒引当金 △384 △181 

      投資その他の資産合計 3,049 2,876 

    固定資産合計 8,323 8,587 

  資産合計 37,506 42,545 
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                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成27年12月31日) 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形及び買掛金 18,951 ※3  21,511 

    短期借入金 1,530 2,240 

    1年内返済予定の長期借入金 502 502 

    未払法人税等 236 329 

    賞与引当金 194 69 

    完成工事補償引当金 29 28 

    厚生年金基金解散損失引当金 165 165 

    その他 2,397 3,657 

    流動負債合計 24,007 28,503 

  固定負債     

    長期借入金 733 356 

    退職給付に係る負債 90 97 

    資産除去債務 3 3 

    その他 1,640 1,972 

    固定負債合計 2,467 2,429 

  負債合計 26,474 30,932 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 417 417 

    資本剰余金 327 327 

    利益剰余金 10,067 10,726 

    自己株式 △55 △178 

    株主資本合計 10,756 11,292 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 238 265 

    退職給付に係る調整累計額 △88 △75 

    その他の包括利益累計額合計 150 189 

  非支配株主持分 125 130 

  純資産合計 11,032 11,612 

負債純資産合計 37,506 42,545 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第３四半期連結累計期間】 

                      (単位：百万円) 

                    前第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年12月31日) 

売上高 65,567 64,370 

売上原価 59,815 58,341 

売上総利益 5,751 6,028 

販売費及び一般管理費     

  給料手当及び賞与 2,364 2,522 

  その他 2,349 2,505 

  販売費及び一般管理費合計 4,713 5,028 

営業利益 1,037 1,000 

営業外収益     

  受取利息 25 34 

  受取配当金 17 19 

  負ののれん償却額 1 - 

  持分法による投資利益 15 9 

  貸倒引当金戻入額 - 10 

  厚生年金基金解散損失引当金戻入額 114 - 

  雑収入 118 119 

  営業外収益合計 292 194 

営業外費用     

  支払利息 53 59 

  債権売却損 17 19 

  不正関連損失 71 - 

  貸倒引当金繰入額 39 - 

  雑損失 8 8 

  営業外費用合計 190 86 

経常利益 1,139 1,108 

特別利益     

  固定資産売却益 22 20 

  負ののれん発生益 235 - 

  事業譲渡益 68 - 

  その他 0 - 

  特別利益合計 327 20 

特別損失     

  固定資産売却損 1 - 

  固定資産除却損 0 0 

  減損損失 15 - 

  投資有価証券評価損 17 - 

  その他 2 - 

  特別損失合計 36 0 

税金等調整前四半期純利益 1,430 1,129 

法人税等 482 382 

過年度法人税等 99 - 

四半期純利益 847 746 

非支配株主に帰属する四半期純利益 46 5 

親会社株主に帰属する四半期純利益 801 741 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第３四半期連結累計期間】 

                      (単位：百万円) 

                    前第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年12月31日) 

四半期純利益 847 746 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 16 26 

  退職給付に係る調整額 15 12 

  その他の包括利益合計 32 39 

四半期包括利益 879 786 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 833 780 

  非支配株主に係る四半期包括利益 46 5 
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【注記事項】 

(会計方針の変更等) 

  

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理) 

  

(四半期連結貸借対照表関係) 

 １ 偶発債務 

 一部の連結子会社が加入する総合設立型厚生年金基金制度の北海道石油業厚生年金基金は、特例解散制度を利

用した基金解散に向け協議を進めております。基金が解散に至った場合、損失の発生が予想されますが、複数事

業主制度であるため、当社グループに係る影響額を合理的に算定することができません。 

  

２  受取手形割引高および受取手形裏書譲渡高 

  

  

※３  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しておりま

す。 

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形お

よび電子記録債権を満期日に決済が行われたものとして処理しております。 

  

当第３四半期連結累計期間 
(自  平成27年４月１日  至  平成27年12月31日) 

（会計方針の変更） 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）および「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離

等会計基準」という。）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する

当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用

として計上する方法に変更いたしました。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合につい

ては、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四

半期連結財務諸表に反映させる方法に変更いたします。加えて、四半期純利益等の表示の変更および少数株主持

分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結

累計期間および前連結会計年度については、四半期連結財務諸表および連結財務諸表の組替えを行っておりま

す。 

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）

および事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の

期首時点から将来にわたって適用しております。 

なお、当第３四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。 

  
 

  
当第３四半期連結累計期間 

(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日) 

税金費用の計算 

  
税金費用については、「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」第19

項の規定により、「中間財務諸表等における税効果会計に関する実務指針」第

12項（法定実効税率を使用する方法）に準じて計算しております。 

  
 

  
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成27年12月31日) 

受取手形割引高 2,256百万円 9百万円 

受取手形裏書譲渡高 61百万円 66百万円 
 

  
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成27年12月31日) 

受取手形 ―百万円 914百万円 

 上記のほか     

 受取手形裏書譲渡高 ―百万円 30百万円 

電子記録債権 ―百万円 107百万円 

支払手形 ―百万円 1,761百万円 
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)および負ののれんの償却額

は、次のとおりであります。 

  

  

(株主資本等関係) 

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自  平成26年４月１日  至  平成26年12月31日) 

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

該当事項はありません。 

  

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自  平成27年４月１日  至  平成27年12月31日) 

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

該当事項はありません。 

  

 

  
前第３四半期連結累計期間 
(自  平成26年４月１日 
至  平成26年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自  平成27年４月１日 
至  平成27年12月31日) 

減価償却費 172百万円 233百万円 

負ののれんの償却額 △１百万円 ―百万円 
 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 

平成26年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 65 8 平成26年３月31日 平成26年６月30日
 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 

平成27年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 81 10 平成27年３月31日 平成27年６月29日
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間(自  平成26年４月１日  至  平成26年12月31日) 

１．報告セグメントごとの売上高および利益の金額に関する情報 

(注) １  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業、保険代理店事業

および車両整備事業を含んでおります。 

２  セグメント利益の調整額△738百万円には、セグメント間取引消去35百万円、各報告セグメントに配分して 

いない全社費用△774百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理 

費であります。 

３  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

   (重要な負ののれん発生益) 

(1)資材運送において平成26年５月30日を取得日として山光運輸株式会社を完全子会社化いたしました。これに伴い

当第３四半期連結累計期間において、204百万円の負ののれん発生益を計上しております。 

(2)建設資材において平成26年12月１日を取得日として株式会社建材社を子会社化いたしました。これに伴い当第３

四半期連結累計期間において、25百万円の負ののれん発生益を計上しております。 

  

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間(自  平成27年４月１日  至  平成27年12月31日) 

１．報告セグメントごとの売上高および利益の金額に関する情報 

(注) １  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業、太陽光発電事

業、保険代理店事業および車両整備事業を含んでおります。 

２  セグメント利益の調整額△695百万円には、セグメント間取引消去40百万円、各報告セグメントに配分して 

いない全社費用△736百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理 

費であります。 

３  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

 

      (単位：百万円) 

  
報告セグメント 

その他 
(注)１ 

合計 
調整額 
(注)２ 

四半期連 
結損益計 
算書計上 
額(注)３ 建設資材 建設工事 資材運送 計 

売上高                 

  外部顧客への売上高 44,679 17,737 2,856 65,273 293 65,567 ― 65,567 

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

1,103 255 392 1,751 39 1,791 △1,791 ― 

計 45,783 17,993 3,248 67,025 333 67,358 △1,791 65,567 

セグメント利益 849 512 298 1,659 116 1,776 △738 1,037 
 

      (単位：百万円) 

  
報告セグメント 

その他 
(注)１ 

合計 
調整額 
(注)２ 

四半期連 
結損益計 
算書計上 
額(注)３ 建設資材 建設工事 資材運送 計 

売上高                 

  外部顧客への売上高 42,645 18,934 2,459 64,039 330 64,370 ― 64,370 

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

1,175 404 396 1,976 39 2,015 △2,015 ― 

計 43,821 19,339 2,855 66,016 369 66,385 △2,015 64,370 

セグメント利益 637 694 255 1,587 108 1,695 △695 1,000 
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(企業結合等関係) 

  金額的重要性が乏しいため、注記を省略しております。 

  
(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額および算定上の基礎は、次のとおりであります。 

  

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

２ 【その他】 

該当事項はありません。 

  
  
  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 

 

項目 
前第３四半期連結累計期間
(自  平成26年４月１日 
至  平成26年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間
(自  平成27年４月１日 
至  平成27年12月31日) 

(1) １株当たり四半期純利益金額  98円09銭 92円40銭 

    (算定上の基礎)     

    親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 801 741 

    普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

    普通株式に係る親会社株主に帰属する 
    四半期純利益金額(百万円) 

801 741 

    普通株式の期中平均株式数(千株) 8,170 8,021 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 
  

平成28年２月12日

株式会社クワザワ 

取締役会 御中 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社クワザ

ワの平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成27年10月１日から平成

27年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社クワザワ及び連結子会社の平成27年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  

新日本有限責任監査法人 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士  下  田  琢  磨  ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士  片  岡  直  彦  ㊞ 
 

  

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報
告書提出会社)が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
 





【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 北海道財務局長 

【提出日】 平成28年２月12日 

【会社名】 株式会社クワザワ 

【英訳名】 KUWAZAWA Trading Co.,Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  桑 澤 嘉 英 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 札幌市白石区中央２条７丁目１番１号 

【縦覧に供する場所】 証券会員制法人札幌証券取引所 

(札幌市中央区南１条西５丁目14番地の１) 

株式会社クワザワ東京本部 

(東京都千代田区神田紺屋町７番地 神田システムビル８階) 

上記の株式会社クワザワ東京本部は、法定の縦覧場所ではありませんが、

投資家の便宜のため縦覧に供する場所としております。 
 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長桑澤嘉英は、当社の第67期第３四半期(自 平成27年10月１日 至 平成27年12月31日)の四半

期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 
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